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　金融リテラシーとは、お金に関する知識や判断力です。金融リテラシーは、より自律的で安心か

つ豊かな生活を実現するためには欠かせないもので、重要な「生活スキル」と言えます。

　まずは、わが国の金融リテラシーの実情をみてみます。当委員会では、2016年から3年に1

度、「金融リテラシー調査」を実施しています。2022年7月に第3回目の調査結果を公表しまし

た（詳細は知るぽるとホームページ〈https://www.shiruporuto.jp/public/document/container/

literacy_chosa/〉参照）。

　金融リテラシーの正誤問題の正答率は、今回の調査では55.7％と、概ね横ばい圏内での推移

（前回〈56.6％〉←前々回〈55.6％〉）となっており、伸び悩んでいます。金融教育の効果につい

てみると、在籍した学校や職場などで生活設計や家計管理を含む金融教育を受けたと認識している

人の方が正答率や望ましい金融行動をとる人の割合が高くなっており、金融教育は受ければそれだ

け効果があることがわかります。もっとも、金融教育を受けたと認識している人の割合は7.1％と

低水準に止まっています。実際に金融教育を受けたことのある人はもっと多いのでしょうが、それ

が金融リテラシーとして身についている人は、思っている以上に少ないと捉えるべきなのだと思い

ます。ただ、見方を変えれば、良質の金融教育をより多くの人に提供できれば、わが国の金融リテ

ラシーには「伸びしろ」があるとも言えます。この点、2022年4月から高校の新学習指導要領が

施行され、金融教育の内容が充実したことは、金融リテラシーの底上げに繋がりうる画期的なこと

だと思います。

「生活スキル」としての金融リテラシー　
　～金融教育と消費者教育の連携がますます重要に～

河合真児金融広報中央委員会　企画役

　複雑化する社会のなかでトラブルに遭うことなく、不安のない豊かな生活を送るために。私たち
がいま「生活スキル」として金融リテラシーを身につけることの重要性と意義について、金融広報
中央委員会企画役の河合真児氏にお伺いしました。
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　金融リテラシーを高めることは、特殊詐欺や、金融商品等の取引時のトラブルに巻き込まれない

ようにするためにも重要です。正答率が高い人は、金融トラブル経験者の割合が低い傾向がみられ

ます。ただし注意をしたいのは、職業・年齢階層別にみると、金融教育を受けた若手社会人・一般

社会人では、金融リテラシー・ギャップ（客観的評価〈正答率〉―金融知識についての自己評価）

のマイナス幅が大きく、金融トラブル経験者の割合も高くなっていることです（図表参照）。金融

リテラシー・ギャップの大きい人、すなわち自信過剰な人が、例えばインターネット上に溢れる怪

しい情報をみてわかった気になってトラブルに巻き込まれているとすれば、良質な金融教育をより

広く届けることがトラブル回避のためにも重要であると改めて感じます。

金融リテラシーギャップ（「客観的評価」−「自己評価」）※金融トラブル経験者の割合

全　体
学　生

（18−24歳）
若年社会人
（18−29歳）

一般社会人
（30−59歳）

高齢者
（60−79歳）

金融教育を
受けた人

客観的評価A 114.8 95.0 89.9 114.8 138.5

自己評価B 131.6 100.2 131.8 139.2 138.6

金融リテラシー
ギャップA−B

▲16.9 ▲5.2 ▲41.9 ▲24.3 ▲0.1

金融トラブル
経験者の割合

12.3 3.1 17.4 15.7 8.0

金融教育を
受けてない
人

客観的評価A 98.9 68.5 74.2 96.9 115.3

自己評価B 97.5 83.0 95.2 96.5 108.7

金融リテラシー
ギャップA−B

1.3 ▲14.6 ▲20.9 0.4 6.6

金融トラブル
経験者の割合

6.9 2.4 7.8 8.0 5.6

※�客観的評価は「正誤問題25問の正答率」について、自己評価は「金融知識についての自己評価」につ
いて、それぞれ全体の平均値を100として指数化。
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　金融教育と消費者教育の関係については、平成25年6月に閣議決定された「消費者教育の推進

に関する基本的な方針」の中で、「…金融経済教育の内容を消費者教育の内容に盛り込むととも

に、金融経済教育と連携した消費者教育を推進することが重要である。」とされています。金融経

済・社会環境が目まぐるしく変化し、また悪徳商法なども巧妙化する中で、身につけなければなら

ない「生活スキル」も増加し、複雑化しており、これまで以上に金融教育と消費者教育の両者が連

携を強める必要があります。金融経済教育に関わる業界団体や消費者庁を含む官庁が連携して制作

したeラーニング講座「マネビタ」は、金融リテラシーのエッセンスがバランスよく凝縮された教

材ですので、学生や何かと忙しい社会人が効率的に「生活スキル」を高めるのに有効です。授業の

方法に悩む教員の方々にも受講をお勧めします（https://www.shiruporuto.jp/public/document/

container/e-learning/参照）。

マネビタ

　金融教育と消費者教育が一体としてさらに進化することで、社会で起きていることを自分事とし

て捉え、また自分と社会の関わりを考えられるようになることが期待されます。「生活スキル」を

身につけることで、現在や将来のお金やくらしに関する不安を減らし、自信を持つことに繋げても

らいたいものです。
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